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提供のお願い

所得税法などにより、

証券会社へのマイナンバーなどの

提供が義務付けられています

マイナンバー制度は、社会保障 ・税・災害対策の分野で行政の効率化、国民の利便性の向上、

公平・公正な社会を実現することを目的としています。

マイナンバー(個人番号)は、国民一人ひとりが持つ12桁の番号です。マイナンバーの管理・

運用にあたっては、皆様の安心・安全を確保するため、個人情報保護法よりも厳格な取扱いや

保護措置が講じられています。企業などの法人にも 13桁の法人番号が指定されます。

| マイナンバー・法人番号のご提供が必要となる主なケース l 
① 平成28年1月1日以後に新たに証努口座を開設

②NISA口座・ジ、ュ=アNISA口座の開設
NISA口座の開設先の変更
NISA口座の非課税勘定設定期間の更新
特定口座の開設など

※証券会社にマイナンバーを提供済みの場合は、

マイナンバーを改めてご提供いただく必要は

ありません。

③ 氏名・名梅・住所などの変更
マル優・特優の申込・廃止など

※証券会社にマイナンバーなどを提供済みで

あっても、③のお手続きが発生した場合は

マイナンバーなどを改めてご提供いただく

必要がありますのでご注意ください。

④ 平成27年12月31日以前に証努口座を開設

※平成31年以後の最初に売却代金や配当金等の支払を受ける時までにマイナンバーなどをご提供いた
だく必要があります。ただし、②文は③のお手続きがある場合などは、その時点でマイナンバーなど

をこ濃供いただく必要がありますのでこ達意ください。
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マイナンバー・法人醤号の提供に関する手続き

証券会社が用意する記入様式にマイナンバーなどを記入して提出いただくほか、

所得税法やマイナンバー法などで決められた

① マイナンバー怠どを確認できる書類と ② 本人(住所等)確認書類/法人確認書類が必要です。※1

なお、マイナンバーなどの提供に関する手続きの内容は、証券会社によって異なることがあります。

(書類の組み合わせ例)

.，・，..う内
'..~1I. 

回目 宇日目、~.

面繋 iuaqu

通知カード

住民票の写し(マイナンバーあり)又は

住民票の記載事項証明書 (マイナンバーあり)

法人番号指定通知書又は

※2 

国税庁法人番号公表サイトの法人情報画面を印刷したもの

M 番号 7E子 a1> 
fI)l!仁氾県仁E市{'，d・JO丁目m雪地ママ号

顔写真付の本人確認書類 1 点又(~

顔写真なしの本人確認書類2点 ※3

顔写真の有無を問わず本人確認書類1点
(左記の書類以外のもの) ※3

法人確認書類 1点 ※3、4

※2 

※1平成27年12月31日以前に証券口座を開設したお客さまについて、お客さまの個人識別事項が印字された書類を用いたうえでマイナンバーを

提供いただく場合や、 10・パスワードを認証したうえでインターネット経由によりマイナンバーを提供いただく場合などには、本人確認書類が

不要となる場合があります。

※2マイナンバーカードがあれば、マイナンバーの確認と本人確認が1枚で済みます。

※3顔写真付ぎの本人確認書類 :運転免許証やパスポートなど

顔写真なしの本人確認書類 :住民票の写し、 健康保険証や年金手帳など

法人確認書類 :設立登記に係る笠記事項証明書 (写しを含む)や印鑑証明書など

※4提示目前6ヶ月以内に作成された法人番号指定通知書を提示する場合は、法人確認書類は不要です。

マイナンバーの安全の仕組み | 
マイナンバーには、個人情報保護法よりも厳格な取扱いや保護措置が設けられています。

EE畠E血a[:{~岨ili:I

マイナンバーは、法令で定められた目的以外での取得・

利用・他人への提供が禁じられています。

また、厳しい罰則も設けられています。

E 主主霊室羽

マイナンバーの管理・運用は、個人情報保護委員会

により監視 ・監督されています。

国ヨ豆国

マイナンバーを取り扱う会社では、必要かつ適切な

安全管理措置を講じなければなりません。

(例:マイナンバーの担当者の任命、システムへのアクセス
制御、マイナンバーを取扱う区域の入退室管理、ウイルス
対策ソフトウエアの導入など)

回置霊童霊国

個人情報や財産情報は従来どおり各行政機関で分散

して管理することで、情報漏えいの連鎖を防いで

います。



@マイナンバーや法人番号はで確認できますか?

@ マのパ一間ωYーカード通知カードやマω 同開ある住関写し山号は
国税庁法人番号公表サイトや法人番号指定通知書で確認できます。

マイナンバーカードは、市区町村に交付申請書を提出した場合に交付されます。通知カードは、市区町村から住民票を有するすべての方

に交付されています。法人番号指定通知書は、平成27年 10月より、設立登記をした法人などに通知されています。

@法人番号を提供する必要はありますか?

@ 法人のお害さまは時戟ご蜘ただく岡村山人のお害さ間人相指定され市

場合は、所得税法などにより、証券会社に法人番号を提供することが義務付けられています。

また、法人番号をご提供いただくときは

I①マイナンバーなどを確認できる書類Jと I②法人確認書類Jが必要です。
書類の詳細については前ぺージの「マイナンバー・法人番号の提供に関する手続きjを併せてご参照ください。

③証券会社ではマイナンバーなどを何に利用するのですか?

@ 口座開設などに関市請町議日ほだき保管管釦理肘す拭戸とが櫛義鱗務問づけm 吋す。
また、税務当局に提出する法定調書などに記載し、提出する必要があります。

マイナンバーの提供を受ける、など ナンバーを記載して税務署に提出する、など

※法令で定められた目的以外でマイナンバーを利用することは、禁止されています。

mJマイナンバーを提供すると、
司 F 個人情報や財産情報が一括して管理されるようになりますか?

d恥 マイナンバーを提示しても、行政機関が、お客さまの全ての個人情報や財産情報を一括して保有 ・管理する
司-ことはありません。マイナンバーを提供しても、行政機関における個人情報や財産情報は一元管理されず、

これまでと同じく、それぞれの行政機関で分散して保有・管理されます。また、行政機関闘での情報の

やりとりで、マイナンバーが直接使われることはありません。

⑤マイナンバーを他人に知られたら、なりすましの被害にあうのではないですか?

@ 番号確批身元町行にとで制すましを防山い抗

マイナンバーの取得時には、番号確認と身元確認を行うことがマイナンバー法で義務付けられており、

マイナンバーのみでは手続きはできません。通知カードやマイナンバーカードによる番号確認や身元確認を

させていただく必要があります。



-マイナンバー/法人番号の
提供義務

・申請書などへの記載義務

・本人確認/法人確認のための
必要な書類の提示義務

-マイナンバーなどの取得に伴う
本人確認/法人確認義務

・法定調書の作成、税務署などへの
提出義務

-マイナンバーに係る厳格な安全
管理措置や目的以外の利用の禁止、など

l①マイナルなどを提供+本人確認などの肋の必要な書類を跡ll②法調書目的内どを記載して税務署叩I

l ご注意いただきたいこと l 
マイナンバーをかたった詐敗にこ、注意ください。

不審な電話などがありましたら、消費者ホットライン(局番なし 188番)、

警察相談専用電話(局番なし #9110番)又はお取引のある証券会社までお電話ください。

l マイナンバー制度の内容について詳しくはこちらまで l 
-E疋::::r~可C::::I誠温・ -F周回m'i~・~彊E・E・
http://www.cas.go.jp/j p/ seisa ku/bangosei do/i ndex.htm l http://www.gov・online.go.jp

マイナンバー EZ烹 政府広報 庫豆電
-~ .. ~血浬E俗語.，M.J::::::S温Z‘習』圃

0120・95・0178(無料)※お掛け間違いのないようご注意ください。
弊社におけるマイナンバー・法人番号の提供手続きについて詳しくはこちらまで
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※本パンフレツトは平成28年7月時点の情報をもとに作成しています。今後、法令の改正などにより、内容に変更が生じることがあります。


